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工事積算基準の金額相当では適正な工事の実
施が困難になった場合は、実績変更対象費の
支出実績を踏まえて最終設計変更時点で設計
変更する試行工事である。
営繕費 労働者の送迎費、宿泊費、借上費（宿
泊費、借上費については労働者確保に係る
ものに限る）
労務管理費 募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する費用

 本工事は不落札協議の対象工事であり、落
札者がいないとき又は再度の入札、不落札後
の随意契約に付しても落札者がいないとき
に、当該入札手続が終了した旨を明らかにし
た上で、入札参加者に対して協議を要請する
場合がある。
不落札協議は、不落札となった工事の単価、
歩掛り、施工方法その他の技術的事項につい
て、入札時において提出された単価表その他
会社が求める資料に基づき会社・入札参加者
の双方が確認するものである。
 本工事は、入札前価格見積方式の対象工事
である。入札前価格見積方式とは、金抜設計
書の摘要欄に「見積対象」と記載した項目に
ついて、この工事の入札に参加を希望する者
から競争参加資格等確認申請と併せて見積書
の提出を求め、見積書提出後、西日本高速道
路株式会社にて、見積書に記載された内容が、
設計図書の性能・機能や施工条件等を満たす
条件で算定されたものであるか、適正な算出
方法により算定されたものであるかについて
審査を行い、必要に応じ入札者と見積書の内
容の確認（以下「技術確認」という。）を行い、
その結果に基づき、最も適正な価格であると
認めた価格を活用して契約制限価格の設定を
行う方式をいう。
 本工事は、概略発注方式の対象工事である。
概略発注方式とは、概略発注部分の単価項目
の金額を他の特定の単価項目の金額に対する
率計上により積算することにより、入札価格
算出の簡素化を目的とするものである。した
がって、概略発注工事に関する事項の単価項
目の金額については、特記仕様書に示す率計

上の考え方に基づき入札価格の見積りを行う
ものとし、当該部分は、当初契約において一
式として契約するものである。

２ 競争参加資格 当該工事に係る競争に参加す
る者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条
件をすべて満足し、かつ、契約責任者による当
該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
 西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）第６条の規定に該当
しない者であること。
 開札時に、平成31・32年度西日本高速道路
株式会社工事一般競争（指名競争）参加資格
のうち、「橋梁補修改築工事」の資格を有し（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続き開始の決定後、西日本高速
道路株式会社が別に定める手続きに基づく工
事一般競争（指名競争）参加資格の再認定を
受けていること。）、かつ、当該資格の認定の
際に算定された客観的事項に係る点数が
1200点以上である者（上記の再認定を受け
た者にあっては、当該再認定の際に、客観的
事項に係る点数が1200点以上であること。）。
又は、当該資格の認定の際に算定された客観
的事項に係る点数が1100点以上であり（上
記の再認定を受けた者にあっては、当該再認
定の際に、客観的事項に係る点数が1100点
以上であること。）、この条件を満たす２者又
は３者で構成された共同企業体。なお、経常
建設共同企業体、協業組合及び事業協同組合
は、特定建設工事共同企業体の構成員となれ
ないものとする。

 主任技術者又は監理技術者を配置する場
合にあっては、入札参加希望者と直接的か
つ恒常的な雇用関係にあること。なお、恒
常的雇用関係とは、３ヶ月以上の雇用関係
にあることをいう。
 監理技術者にあっては、確認資料の提出
時に監理技術者資格者証及び監理技術者講
習修了証を有する者であること。
 詳細設計において、次に掲げる基準を満
たす管理技術者及び照査技術者を当該業務
に配置できること。
 管理技術者 技術士［総合技術監理部
門（建設鋼構造及びコンクリート）］、
技術士［建設部門（鋼構造及びコンクリー
ト）］、関連分野の工学博士、ＲＣＣＭ（鋼
構造及びコンクリート部門）、又は土木
学会認定技術者［特別上級、上級、１級］
（橋梁、鋼・コンクリート、設計）
 照査技術者 技術士［総合技術監理部
門（建設鋼構造及びコンクリート）］、
技術士［建設部門（鋼構造及びコンクリー
ト）］、関連分野の工学博士、ＲＣＣＭ（鋼
構造及びコンクリート部門）、又は土木
学会認定技術者［特別上級、上級、１級］
（橋梁、鋼・コンクリート、設計）
なお、外国資格を有する技術者（わが国
及びＷＴＯ政府調達協定国その他建設市場
が開放的であると認められる国等の業者に
所属する技術者に限る。）については、あら
かじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国
土交通大臣認定（総合政策局建設振興課）
を受けている必要がある。確認資料提出期

 施工実績 平成17年度以降に元請けとして
完成・引渡しが完了した次の同種工事の施工
実績を有すること。ただし、施工実績は西日
本高速道路株式会社が発注し、完成・引渡し
が完了した工事（旧日本道路公団が発注した
工事を含む。）である場合にあっては、評定点
合計が65点未満のもの並びに国、地方公共団
体及び公共工事の入札及び契約の適正化の促
進に関する法律（平成12年法律第127号）第

２条第１項の政令で定める法人（以下「他の
機関」という。）が発注した工事である場合に
あっては、工事成績評定が一定の点数未満で
あるために他の機関の競争入札において施工
実績として認めていないものを除く。なお、
同種工事の項に掲げる各工事の施工実績を同
一の工事において有する必要はない。（特定建
設工事共同企業体及び経常建設共同企業体の
構成員としての施工実績は、出資比率が均等
割の10分の６以上の場合のものに限る。）
 同種工事（下記ａ）及びｂ）を必要とす
る。）
ａ）道路橋における以下のいずれかの施工
実績があること
・鋼トラス橋で支承取替を実施した耐震
補強工事
・鋼トラス橋でトラス部材の補強を実施
した耐震補強工事
・鋼トラス橋の新設工事
ｂ）自動車専用道路の交通規制（本線の車
線減少）を実施した工事。ただし、片側
交互通行・その他を除く
ただし、特定建設工事共同企業体に

あっては、特定建設工事共同企業体を構
成する代表者が同種工事の施工実績を
有し、特定建設工事共同企業体を構成す
る代表者以外の構成員は、同種工事若
しくは同種工事の施工実績を有するこ
と。

 同種工事 道路橋における以下のいずれ
かの施工実績があること
・鋼橋で支承取替を実施した耐震補強工事
・鋼橋で鋼部材の補強を実施した耐震補強
工事
・鋼橋の新設工事

 配置予定の技術者等 次に掲げる基準を満
たす現場代理人、主任技術者又は監理技術者
を当該工事に配置できること。
 現場代理人は常駐で配置できること。主
任技術者又は監理技術者は建設業法に基づ
く配置ができること。
 主任技術者又は監理技術者が、入札説明
書に示す資格を有する者であること。

 現場代理人、主任技術者又は監理技術者
が、平成17年度以降に元請として完成・引
渡しが完了した下記の同種工事の経験を有
する者であること。ただし、施工実績の取
扱いはに同じ。
同種工事 道路橋における以下のいずれか
の施工実績があること
・鋼橋で支承取替を実施した耐震補強工
事
・鋼橋で鋼部材の補強を実施した耐震補
強工事
・鋼橋の新設工事
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